
株主総会資料の電子提供制度
会社法の改正による電子提供制度の施行に伴い、株主総会資料
の提供は、紙媒体から原則ウェブサイトに変更となりました。
ただし、当社では、参考書類を電子提供制度の導入前と同様
に紙媒体にて株主の皆様へ提供いたします。
なお、株主総会資料の一式は、本招集ご通知でご案内のウェ
ブサイトでご確認いただけます。

第39期
定時株主総会
招集ご通知

日 時 2026年10月23日（金曜日）
午後１時30分

株式会社クロスフォー

場 所 山梨県甲府市国母七丁目11番４号
当社本社 ３階 会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

証券コード：7810

目 次

招集ご通知
株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）

３名選任の件
事業報告
連結計算書類
計算書類
監査報告書
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証券コード 7810
2026年10月８日

（電子提供措置の開始日2026年9月30日）
株主各位

山梨県甲府市国母七丁目11番４号
株 式 会 社 ク ロ ス フ ォ ー
代表取締役社長 内 藤 彰 彦

第39期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第39期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://www.crossfor.com/ir/

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、こちらからご確認される場合は、以下の東証ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「クロスフォー」又は
「コード」に当社証券コード「7810」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を選
択のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙
に賛否をご表示いただき、2026年10月22日（木曜日）午後６時までに到着するようご送付く
ださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年10月23日（金曜日）午後１時30分（受付開始 午後１時00分）
２．場 所 山梨県甲府市国母七丁目11番４号 当社本社３階 会議室
３．目 的 事 項

報告事項 １．第39期（2025年８月１日から2026年７月31日まで）事業報告の内
容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算
書類監査結果報告の件

２．第39期（2025年８月１日から2026年７月31日まで）計算書類の内容
報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
(1) 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたもの

としてお取り扱いいたします。
(2) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人とし

て株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となり
ますのでご了承ください。

(3) 議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の３日前までに議決権の不統一行使を行
う旨とその理由を当社にご通知ください。

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお
願い申しあげます。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第15条の規定に基
づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際
し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・連結株主資本等変動計算書
・連結計算書類の連結注記表
・株主資本等変動計算書
・計算書類の個別注記表

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させ
ていただきます。

議決権行使方法のご案内
以下の２つのうち、いずれかの方法にて、是非とも議決権を行使してくださいますようお願い申
しあげます。
当日ご出席いただける場合 当日ご出席いただけない場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあ
げます。

議決権行使書面において、議案に賛否
の表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとしてお取り扱いいたし
ます。同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご記入のうえ、行使期
限までに到着するようにご返信くださ
い。

株主総会開催日時 行使期限
2026年10月23日（金）
午後１時30分

2026年10月22日（木）
午後６時
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の配当の件
当社の剰余金の配当を次のとおり行うことにつき、ご承認をお願いするものでありま

す。
期末配当に関する事項
当社は、長期的な視野に立ち、企業体質の強化を図りながら安定的な配当を実施してい

くことを重要な責務として認識しております。今後は、利益成長に応じた株主還元の充実
を図り、配当性向30％を目安とし、業績、財務状況及び今後の事業展開等を総合的に勘
案の上、配当を決定してまいります。
こうした基本方針に基づき、当期の業績と今後の事業計画を勘案し、当期の期末配当は

以下のとおりとさせていただきたく存じます。
(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金0円63銭
配当総額 11,054,559円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日
2026年10月26日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本総会の終結の時をもっ

て任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名の選任をお
願いしたいと存じます。なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ておりま
す。
また、本総会の終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）井上輝

男氏は任期満了により退任いたします。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の普通株式数
１ 土

ど
橋
ばし

秀
ひで
位
たか

(1954年８月22日)

1980年８月
1987年８月

1989年５月

2007年９月
2013年12月

2014年１月

2016年２月
2016年６月
2016年７月

2017年７月
2025年10月
2026年５月

土橋宝石貿易 創業 代表
株式会社シバド(現 当社)設立 当社代表
取締役社長
株式会社メーカーひまわり 設立
代表取締役社長
Crossfor H.K. Ltd.設立 代表取締役
Crossfor(Thailand) Co.,Ltd.設立 代表
取締役
株式会社S.Hホールディングス代表取締
役 (現任)
Crossfor H.K.Ltd.取締役
Crossfor(Thailand) Co.,Ltd.取締役
Crossfor(Thailand) Co.,Ltd.取締役退
任
Crossfor H.K. Ltd.取締役 退任
当社 代表取締役会長
当社 代表取締役会長 EC事業部管掌
（現任）

506,000株

〈取締役候補者とした理由〉
当該候補者は、当社の創業者として、長年にわたり数多くの新規事業及び新製品の創出を通じて
当社の成長を牽引し、企業価値の向上に大きく貢献してまいりました。現在は代表取締役会長と
して、これまで培ってきた豊富な経験と知見を活かし、経営全般に対する助言及び監督を担って
おります。
今後も、当社の持続的な成長及び企業価値の向上を図るうえで、同氏の豊富な経営経験と当社事
業に対する深い知見が重要であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の普通株式数
２ 内

ない
藤
とう

彰
あき
彦
ひこ

(1971年６月17日)

1990年４月
1992年３月
2004年10月
2008年10月
2012年10月
2017年７月
2017年７月

2017年12月
2019年６月
2020年４月

2021年11月

2024年10月

2024年12月

2025年８月

2025年10月

2026年５月

2026年８月

株式会社中央物産 入社
株式会社シバド(現 当社) 入社
当社 営業部長
当社 取締役 営業本部長
当社 専務取締役
Crossfor H.K. Ltd.取締役 (現任)
歌思福珠宝(深圳)有限公司 取締役 (現
任)
当社 取締役副社長
当社 取締役副社長 海外営業管掌
当社 取締役副社長 海外営業、商品管
理部管掌
当社 取締役副社長 営業部、生産部、
企画室管掌
Crossfor(Thailand) Co.,Ltd.取締役(現
任)
CROSSFOR INDIA PRIVATE
LIMITED取締役(現任)
当社 取締役副社長 国内営業部、海外
営業部、企画開発部、生産部管掌
当社 代表取締役社長 国内営業部、海
外営業部、企画開発部、生産部管掌
当社 代表取締役社長 国内営業部、海
外営業部、営業推進部、生産部、ブラ
ンドPR戦略室管掌
当社 代表取締役社長 国内営業部、海
外営業部、営業推進部、生産部、ブラ
ンドPR戦略室、経営企画室管掌（現任）

253,900株

〈取締役候補者とした理由〉
当該候補者は、長年にわたり当社の営業、商品、生産等の幅広い業務に携わり、ジュエリー・アク
セサリー業界における製造、マーケティング及び販売に関する豊富な経験と知見を有しております。
2025年10月に代表取締役社長に就任し、現在は当社の経営全般を統括しております。
今後、当社が持続的な成長を実現していくためには、デジタルトランスフォーメーションの推進、
グローバル展開の強化及びサプライチェーンの強靭化等の経営課題に継続して取り組むことが重要
であります。これらを推進するうえで、同氏の経験及びリーダーシップが必要不可欠であると判断
し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の普通株式数
３ 山

やま

口
ぐち

毅
つよし

(1977年５月10日)

1997年４月
2002年７月

2014年２月
2016年２月
2017年７月
2017年７月

2019年６月

2020年４月

2021年１月
2022年10月
2024年10月

2024年12月

2025年８月
2025年９月

株式会社ツノタ 入社
株式会社クロスフォー(旧株式会社クロ
スフォー、現 当社) 入社
当社 執行役員 管理部長
当社 取締役 管理本部長
Crossfor H.K. Ltd.取締役 (現任)
歌思福珠宝(深圳)有限公司 取締役 (現
任)
当社 取締役 商品管理部、IR推進室、法
務・知財室管掌
当社 取締役 管理部、IR推進室、知財室
管掌
当社 取締役 管理部管掌
当社 取締役 管理部、経営企画室管掌
Crossfor(Thailand) Co.,Ltd.取締役(現
任)
CROSSFOR INDIA PRIVATE
LIMITED取締役(現任)
当社取締役 管理部管掌(現任)
株式会社D.Tech代表取締役（現任）

175,000株

〈取締役候補者とした理由〉
当該候補者は、当社のCFOとして経営戦略及び財務戦略の立案を担い、関係するステークホルダー
との円滑かつ建設的な関係構築を図りながら、是々非々の姿勢で戦略を遂行し、事業の成長と企業
価値の向上に大きく貢献してまいりました。今後、当社がグローバル展開を加速していくにあたり、
財務基盤の強化、人材戦略の高度化、ガバナンス体制の整備は不可欠な課題であり、同氏がこれら
の分野において引き続き中心的な役割を果たすことが期待されます。以上の観点から、同氏を取締
役候補者として選任することが適当であると判断いたしました。

(注)1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結

しており、被保険者に対して株主や第三者等から損害賠償請求がなされた場合において、被保険
者が負担することになる損害賠償金及び争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することと
しております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、次回更新時においても、同内容での更新を予定しております。
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事 業 報 告
（2025年８月１日から2026年７月31日まで）

１．企業集団の現況

（1）当連結会計年度の事業の状況
当連結会計年度（2025年８月１日〜2026年７月31日）の連結業績は、以下のとおりであ

ります。
１．売上高 5,536,172千円（前年同期比47.3％増）

当連結会計年度の売上高増加は、国内において、前期から継続して取り組んできたラ
イブ販売事業者向けの商品提案が顧客において成果を上げ、受注に結びついたことに加
え、展示会販売及び地金系商品の販売が好調に推移したことによるものであります。ま
た、大手小売店及び問屋向けにつきましても、地金相場の高騰や需要に即した企画提案
を継続したことにより、受注は堅調に推移いたしました。一方、海外につきましては、
米国の関税政策の影響が継続していることに加え、地金相場の高騰に伴う販売価格の上
昇により需要が弱含み、インドやタイの大手得意先を中心に注文を控える動きがみられ
ました。そのような状況下においても、展示会での受注獲得や新規顧客の開拓に取り組
むとともに、米国向け輸出が伸長したことにより、海外売上高は前期を上回りました。

２．売上総利益 1,474,107千円（前年同期比24.2％増）
この結果は国内において展示会販売、ライブ販売事業者向けの商品供給及び地金系商

品の販売が好調に推移し、売上高が大幅に伸長したことに加え、地金の再精錬処理にお
いて時価評価差益が発生したことによるものであります。

３．販売費及び一般管理費 1,379,199千円（前年同期比21.9％増）
この増加は、国内外展示会への出展が前期より増加したことに伴い関連費用が増加し

たことに加え、EC事業の立ち上げに伴う費用を計上したこと、並びに人的資本への投資
として基本給のベースアップや人員体制の強化を実施したこと等によるものでありま
す。

４．営業利益 94,908千円（前年同期比71.2％増）
５．営業外収益 23,340千円（前年同期比59.6％増）

これは主に為替相場の変動により為替差益を10,110千円計上したこと等によるもので
あります。

６．営業外費用 56,637千円（前年同期比22.6％増）
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これは主に支払利息が16,057千円増加した一方、前期に計上していた為替差損5,133
千円が発生しなかったことによるものであります。

７．経常利益 61,610千円（前年同期比157.9％増）
８．親会社株主に帰属する当期純利益 26,251千円（前年同期比18.8％増）

なお、当連結会計年度において、特別損失として事業撤退損19,386千円を計上しておりま
す。

当連結会計年度の業績においては、売上高及び全ての段階利益で前期を上回るとともに、
全ての段階利益において黒字を確保いたしました。

今後についても、当社グループがグローバル市場において唯一無二のジュエリー・アクセ
サリーブランドであり続け、未来に向けて着実に成長していくため、以下の施策を継続して
実施してまいります。

１）世界中のブランドと共生できるオリジナル製品の開発
２）グローバル拡販の加速・北米市場の深耕
３）デジタルトランスフォーメーションの推進
４）事業の拡大とサステナビリティへの取り組み

① 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は、118,718千円であり、その内訳は、リ−ス資産の取得

63,949千円、有形固定資産の取得25,749千円、無形固定資産の取得29,018千円でありま
す。
主な設備投資の内容としましては、テニスブレスレット製造装置及び基幹業務システム

の機能追加であります。

② 資金調達の状況
当社は、設備資金及び運転資金等に充当するため、当連結会計年度に取引銀行4行から総

額358,000千円の長期借入金及び取引銀行1行から総額185,898千円の短期借入金を調達
いたしました。
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また、2026年1月5日付で、GP上場企業出資投資事業有限責任組合を割当先として、第
1回無担保転換社債型新株予約権付社債700,000千円及び第6回新株予約権を第三者割当に
より発行いたしました。第6回新株予約権については、当連結会計年度中の権利行使により
70,000千円の払込みを受けております。

なお、当連結会計年度末までに第6回新株予約権の行使に係る28,000千円の払込みを受
けており、当該金額を新株式申込証拠金として計上しております。
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（2）財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

(単位：千円)

区 分
第36期

（2023年７月期）

第37期

（2024年７月期）

第38期

（2025年７月期）

第39期
（当連結会計年度）
（2026年７月期）

売 上 高 3,006,121 3,413,982 3,757,259 5,536,172

営業利益又は営業損失（△） △203,777 △16,477 55,452 94,908

経常利益又は経常損失（△） △224,159 △6,432 23,891 61,610

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失（△） △272,400 28,391 22,093 26,251

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）（円） △16.09 1.68 1.30 1.53

総 資 産 5,259,654 5,218,136 5,057,989 5,947,705

純 資 産 1,807,684 1,790,610 1,806,861 1,929,359

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 104.57 105.29 105.99 108.29
(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に

基づき算出しております。
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② 当社の財産及び損益の状況の推移
(単位：千円)

第36期 第37期 第38期 第39期
区 分 （当事業年度）

（2023年７月期） （2024年７月期） （2025年７月期） （2026年７月期）

売 上 高 2,966,496 3,366,180 3,714,475 5,481,619

営業利益又は営業損失（△） △171,592 △24,590 67,737 88,874

経常利益又は経常損失（△） △206,556 △17,079 42,902 41,407

当期純利益又は当期純損失（△） △263,023 18,181 37,266 10,567

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）（円） △15.54 1.07 2.19 0.62

総 資 産 5,231,571 5,175,043 5,043,147 5,915,383

純 資 産 1,782,326 1,755,457 1,789,022 1,893,061

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 103.07 103.22 104.95 106.23
(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に

基づき算出しております。

（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
名 称 資本金 出資比率（％） 主要な事業内容

Crossfor H.K.Ltd. 300千HKD 100.0 海外向けパーツ販売の顧客開拓

歌思福珠宝(深圳)有限公司 6,979千元 100.0 市場及び模造品調査、
中国向けパーツ販売の顧客開拓

株式会社D.Tech 1,000万円 100.0 合成ダイヤモンドの販売

Crossfor(Thailand) Co.,Ltd. 2,000千THB 49.0 タイ向け製品販売の顧客開拓、市
場調査、製品プロモーション

CROSSFOR INDIA PRIVATE
LIMITED 35,000千INR 99.9 インドにおける外注先の管理、提

携先への販売
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（4）対処すべき課題
当社は「世界中の人々の喜びのためにクリエイティブな美しさを宿したジュエリーを創造

し、提供し続けます」という理念に基づき事業を展開しております。
今後においても、オリジナル製品の開発を通じてお客様のニーズや新たな市場を創造し、

世界中のブランドと共生することにより、世界で唯一無二のジュエリー・アクセサリーメー
カーであり続けたいと考えております。そのために対処すべき課題は以下のとおりです。

(特に優先度の高い対処すべき課題)
① 技術開発

ジュエリー・アクセサリー等の宝飾品の製造は、機械化が難しく職人の手作業により製
造されています。製造工程の機械化ができれば、使用する貴金属の削減や大量生産による
市場への安価な製品供給等も可能となります。このため、サプライチェーンの強靭化は当
社の海外事業推進上、重要な戦略課題と考えております。加えて、「Dancing Stone」、
「スターシリーズ」、「Single Dancing Stone」に次ぐ特許技術等を開発し、安定した収益
を継続的に確保していくために、開発体制の整備を図ることを重要な課題と認識しており
ます。

② 新規事業の創出
企業収益を確保し、成長し続けるためには、既存事業の伸長はもとより従来とは異なる

成長分野において、新たな事業を創出していくことを重要な課題と認識しております。そ
のためには社内リソースの活用だけではなく、外部リソースを活用することが重要と考え
ており、事業提携等のあらゆる可能性を追求してまいります。

③ 経営基盤の強化
中長期的成長に不可欠な経営基盤の強化という観点から、財務基盤の強化及び計画的な

設備投資を継続して行います。また、常に変化する経営環境にいち早く対応するために、
生産性の向上や費用対効果が悪い施策の見直し、徹底的なコスト削減の実施等を行い、コ
スト水準をもう一段階抑制し、業績改善に向けた経営基盤の強化に努めてまいります。

(その他の優先的に対処すべき課題)
① 生産性向上のためのシステム活用

当社グループは、一人当たり生産性の向上を通じ、全社的なコスト低減に取り組んでい
ます。今後も、AI人材の育成・教育を進めることでシステム処理能力を向上させるととも
に、BtoBサイト及びDtoCサイトを活用し、WEB販売比率の拡大を図ります。このような
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デジタルトランスフォーメーション(DX)を推進して、利益率のさらなる改善を目指しま
す。

② 人材の確保及び教育の強化
今後の業容拡大に向け、当社グループの成長に貢献できる優秀な人材の育成・獲得が重

要と考えており、特に海外事業を充実させることを目的に実務的なスキル強化・人材育成
に取り組んでまいります。また、これまでの価値観に捉われず、変化に柔軟に対応できる
人材が必要であると考えており、社内外の研修やOJTを通じて一人ひとりの従業員が業務
の見直しや改善提案ができるよう育成してまいります。

③ 財務体質の強化
当社グループは経営の健全性を保つために、キャッシュ・フローを重視し、持続可能な

経営に努めております。事業強化や拡大を図るうえで必要な資金については、手元資金に
加え資金調達を行い、成長を支える財務基盤を構築していきます。また、金利上昇や為替
変動、特に海外市場のリスクが財務体質に与える影響を十分に注視し、適切な対応を進め
てまいります。

④ 優秀なエージェントの獲得による国際展開・海外事業の拡大
インドを中心とした東南アジア等の各国の経済成長は著しく、それに伴い宝飾品市場も

今後より一層拡大すると見込んでおり、当社グループの成長を加速するうえで海外におけ
る事業拡大は必須であると認識しております。そのため、今後も継続して既存市場の深耕
や新規市場の開拓を推進するため、新たな海外販売代理店及び優秀なエージェントの獲得
等によって戦略的なグローバル展開を強化してまいります。

⑤ 自社ブランドの知名度向上
当社グループは、「Dancing Stone」に関連する特許の期間満了後も競争優位性を確保

するために顧客に提供する商品、サービスにおいて信頼感、安心感をブランドとして浸透
させることが重要であると認識しております。そのため、商品の品質向上に努めるととも
に、「スターシリーズ」、「Single Dancing Stone」等の拡販に努め、顧客に当社ブランド
の知名度を向上させるための施策を積極的に実施してまいります。

⑥ 模造品対策
正規取引の機会提供により、模造品製造業者をライセンス契約先に転換する施策を実施

しております。現地弁護士事務所と連携し模造品排除を継続的に実行し、販売政策を通じ
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て模造品を駆逐する取り組みを進めてまいります。

⑦ 規制変更や法的リスク対応
海外事業の拡大に伴い、各国の法規制や税制変更に適応できないリスクが生じます。特

にインドや東南アジア、中東市場の急成長に関連する規制リスクを注視し、適切な対応を
進めてまいります。

⑧ 自然災害への対応
人類が感染症との共存を進めていく中で、また震災や水災等の自然災害に対しても、当

社グループは社員及び関係するステークホルダーの健康や安全を最優先に考えて事態に対
応します。また、事業継続計画（BCP）等に基づき、非常事態の事業への影響を最小限に
止めるよう体制の整備に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループの経営活動に引き続きご理解をいただき、
一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

（5）主要な事業内容（2026年７月31日現在）
当社グループは、当社（株式会社クロスフォー）及び連結子会社５社（Crossfor H.K.Ltd.・歌

思福珠宝（深圳）有限公司・株式会社D.Tech・Crossfor (Thailand) Co.,Ltd.・CROSSFOR
INDIA PRIVATE LIMITED）の計６社で構成されており、「ジュエリー事業」の単一セグメントで
事業展開を行っております。
当社グループでは、当社特許技術である「Dancing Stone」を主軸とし、どこにも真似で

きない当社独自の技術を武器に、特許技術を含む知的財産を軸に用いて、各グループ会社に
おいて、その独自の技術・製品力を活用した国内向けジュエリー・アクセサリー製品の製造
販売、海外向けパーツの製造販売を主とした事業を行っております。

「Dancing Stone」とは
従来の技術であるレーザーホールダイヤモンドは、ダイヤモンドそのものに穴をあけて、

パーツをセッティングし、ダイヤモンドを揺らす仕組みですが、「Dancing Stone」は、当
社の特許技術によりダイヤモンドに穴をあけることなく、ダイヤモンドを揺らすことができ
ます。「Dancing Stone」を用いた製品は、着用した人のわずかな動きを細かな振動エネル
ギーに変え、宝石を揺らせることで光を反射・拡散させ、宝石を輝かせることができます。
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（6）主要な営業所・事業所（2026年７月31日現在）
① 当 社

名 称 所 在 地

本 社 山梨県甲府市

東京支店 東京都台東区

② 子会社
名 称 所 在 地

Crossfor H.K.Ltd. 中華人民共和国香港特別行政区
歌思福珠宝(深圳)有限公司 中華人民共和国深圳市
株式会社D.Tech 山梨県甲府市
Crossfor(Thailand)
Co.,Ltd. タイ王国バンコク市
CROSSFOR INDIA
PRIVATE LIMITED インド共和国ムンバイ市

（7）使用人の状況（2026年７月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

72名（10名） 3名増（ー）
(注) 使用人数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト、嘱託、人材会社から

の派遣職員）は（ ）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

60名（10名） 2名増（ー） 44.6歳 10.6年
(注) 使用人数は就業人員数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト、嘱託、人材会社から

の派遣職員）は（ ）内に年間の平均人数を外数で記載しております。
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（8）主要な借入先の状況（2026年７月31日現在）
(単位：千円)

借 入 先 借入残高

㈱日本政策金融公庫 944,220

山梨県民信用組合 416,415

㈱りそな銀行 355,686

㈱みずほ銀行 301,896

㈱商工組合中央金庫 275,732

㈱三菱UFJ銀行 216,673

㈱山梨中央銀行 208,304

㈱八十二長野銀行 42,952
(注) 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しており

ます。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は以下のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 850,000千円
借入実行残高 750,000 〃

差引額 100,000千円
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２．株式の状況（2026年７月31日現在）
（1）発行可能株式総数 26,688,000 株
（2）発行済株式の総数 18,345,000 株(自己株式798,081株を含む)
（3）株主数 15,390 名
（4）大株主

株 主 名 持株数(株) 持株比率(％)

株式会社Ｓ．Ｈホールディングス 7,609,900 43.37

土 橋 秀 位 506,000 2.88
内 藤 彰 彦 253,900 1.45
土 橋 祥 子 186,000 1.06
山 口 毅 175,000 1.00
奥 野 辰 也 150,000 0.85
土 橋 元 気 128,000 0.73

土 橋 翼 128,000 0.73
望 月 昭 次 98,000 0.56
渡 邉 薫 92,000 0.52

(注) 当社の自己株式798,081株は、上記大株主から除いております。また、持株比率は自己株式を控除し
て算出しており、小数点第２位未満を四捨五入して表示しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における当社役員が保有している新株予約権等の状況

該当事項はありません。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
当社は、2026年1月5日付で、GP上場企業出資投資事業有限責任組合を割当先として、

第1回無担保転換社債型新株予約権付社債700,000千円及び第6回新株予約権を第三者割当
により発行いたしました。
第6回新株予約権の発行個数は21,428個（1個につき普通株式100株）であり、当事業

年度中に5,000個が行使された結果、当事業年度末の残存個数は16,428個、目的となる普
通株式数は1,642,800株であります。当初行使価額は1株につき140円、行使期間は2026
年1月6日から2031年1月5日までであります。
第1回無担保転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の発行個数及び当事業年

度末の残存個数は40個、目的となる普通株式数は5,000,000株であり、当初転換価額は1
株につき140円、行使期間は2026年1月6日から2031年1月5日までであります。
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４．会社役員の状況
（1）取締役の状況（2026年７月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 土 橋 秀 位 EC事業部管掌

代表取締役社長 内 藤 彰 彦

国内営業部、海外営業部、営業推進部、生産部、ブランドPR戦
略室管掌
Crossfor H.K.Ltd. 取締役
歌思福珠宝(深圳)有限公司 取締役
Crossfor(Thailand)Co.,Ltd.取締役
CROSSFOR INDIA PRIVATE LIMITED取締役

取締役 山 口 毅

管理部管掌
Crossfor H.K.Ltd. 取締役
歌思福珠宝(深圳)有限公司 取締役
Crossfor(Thailand)Co.,Ltd.取締役
CROSSFOR INDIA PRIVATE LIMITED取締役
株式会社D.Tech 代表取締役

取締役 井 上 輝 男
株式会社INO 取締役会長
ユニファースト株式会社 社外取締役
株式会社平山ホールディングス 社外監査役

取締役
（常勤監査等委員） 米 光 信 彦

取締役
（監査等委員） 村 田 真 一

兼子・岩松法律事務所 弁護士
株式会社JMC 社外監査役
株式会社プラザホールディングス 社外取締役（監査等委員）
株式会社坪田ラボ 社外監査役

取締役
（監査等委員） 大 野 崇

アヴァンセコンサルティング株式会社 代表取締役
公認会計士・税理士
オリヅルセラピューティクス株式会社 社外監査役

(注)１．井上輝男氏、村田真一氏、大野崇氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．社外監査等委員村田真一氏は、弁護士として企業法務及び税務に精通しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。
３．社外監査等委員大野崇氏は、公認会計士・税理士資格の保有者として財務及び会計、税務に関する相

当程度の知見を有しております。
４．社外取締役井上輝男氏、村田真一氏、大野崇氏を、株式会社東京証券取引所に対し、独立役員として

届け出ております。
５．監査の実効性を高めるため、米光信彦氏を常勤の監査等委員として選定しております。

（2）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社の取締役、監
査役、執行役員及び管理職従業員となっております。当該保険契約は、株主や第三者等から
損害賠償請求がなされた場合において、被保険者が負担することになる損害賠償金及び争訟
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費用等の損害を当該保険契約により填補することとしています。ただし、故意又は重過失に
起因する損害賠償請求は当該保険契約により填補されません。保険料は全額会社が負担して
おります。

（3）取締役の報酬等
① 役員の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社役員報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲で以下の方針に基づき決定い
たします。
監査等委員でない取締役報酬については、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の監査等委員でない
取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針として
おります。具体的には、「役員報酬」、「役員賞与」、「株式報酬(譲渡制限付株式報酬)」で構
成され、「役員報酬」は、各監査等委員でない取締役の職務に対して毎月固定額を支給する
報酬であり、「役員賞与」は、業績に応じて株主総会の決議を経て決定し支給する報酬であ
り、「株式報酬」は、株価変動のメリットとリスクを株主様と共有すること等を目的とし
て、職位に応じた譲渡制限付株式報酬を付与しております。また、これらの支給割合は、
業績や管掌職務の職責、職務の執行状況等を総合的に勘案して設定されております。
監査等委員である取締役の報酬については、固定報酬で構成され、その額については各

監査等委員である取締役の常勤・非常勤の別、役割、社会水準等を総合的に勘案し、監査
等委員の協議にて決定しております。
なお、決定方針の決定方法は、取締役会の決議により決定しております。当事業年度に

係る取締役の個人別の報酬等の内容は、社外取締役の答申内容を十分に尊重しており、決
定方針に沿うものであると取締役会が判断しております。

② 役員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
監査等委員でない当社取締役の金銭報酬の額は、2023年10月27日開催の第36期定時株

主総会において、年額200,000千円以内（うち社外取締役分は年額30,000千円以内。使
用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）と決議しております。当該定時株主総会終結
時点の監査等委員でない取締役の員数は４名(うち、社外取締役は１名)です。
また、当該金銭報酬とは別枠で、2023年10月27日開催の第36期定時株主総会におい

て、監査等委員でない取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式に関する報酬
等として支給する金銭報酬債権の総額を年額30,000千円以内と決議しております。当該定
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時株主総会終結時点の監査等委員でない取締役（社外取締役を除く。）の員数は３名です。
当社監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2023年10月27日開催の第36期定時株

主総会において、年額70,000千円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の
監査等委員である取締役の員数は３名(うち、社外取締役は２名)です。

③ 役員の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は代表取締役社長内藤彰彦に上記方針に基づいて各監査等委員でない取締役の

報酬額の決定を委任し、取締役会から委任を受けた代表取締役社長内藤彰彦は、業績や管
掌職務の職責、職務の執行状況等を総合的に勘案し決定しております。
報酬額の決定を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各監査等委員でない取締

役の担当事業の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであります。上記方
針に基づき決定した報酬額を、毎月金銭で支給いたしております。

④ 取締役の報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)役員報酬 役員賞与 ストック
オプション

譲渡制限付
株式報酬

取締役
(監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

81,540
(5,400)

81,540
(5,400)

ー
(ー)

ー
(ー)

ー
(ー)

４
(１)

取締役
(監査等委員)
(うち社外取締役)

19,200
(7,200)

19,200
(7,200)

ー
(ー)

ー
(ー)

ー
(ー)

３
(２)

合計
(うち社外役員)

100,740
(12,600)

100,740
(12,600)

ー
(ー)

ー
(ー)

ー
(ー)

７
(３)

⑤ 非金銭報酬等の内容
非金銭報酬等は、当社グループの中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図

ることを目的として、また、株価変動のメリットとリスクを株主様と共有し、株価上昇及
び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、株主総会で決定した
譲渡制限付株式報酬の限度内（年額30,000千円以内）において、貢献度等諸般の事項を総
合的に勘案して個別に個数を割り当て、交付しております。
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（4）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除

く）との間に会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる
旨を定款に定めております。
当社は会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、社外取締役井上輝男氏、社外取締

役村田真一氏、社外取締役大野崇氏との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する
最低責任限度額としております。
これは、社外取締役が職務の遂行にあたり、期待された役割を十分に発揮できるようにす

ることを目的とするものであります。

（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役井上輝男氏並びに、社外取締役（監査等委員）村田真一氏及び大野崇氏が兼
職している他の法人等と当社の間には、重要な取引その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 出席状況及び発言状況並びに社外取締役が果たすことが

期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 井 上 輝 男
当事業年度に開催された取締役会には16回のうち16回に出席しております。長
年企業経営に携わり、海外事業経営の豊富な知識、識見から、適宜助言、提言
を行っております。

社外取締役
(監査等委員) 村 田 真 一

当事業年度に開催された取締役会には16回のうち16回に出席し、監査等委員会
には16回のうち16回に出席しております。
弁護士として企業法務に精通しており、他社における社外監査役を兼任してい
ることから監査等委員としての経験も十分であり、社外役員としての経験や弁
護士の専門的な見地から、適宜助言、提言を行っております。

社外取締役
(監査等委員) 大 野 崇

当事業年度に開催された取締役会には16回のうち16回に出席し、監査等委員会
には16回のうち16回に出席しております。
公認会計士・税理士として監査法人及び税理士法人で豊富な経験と幅広い見識
を蓄積しており、他社における社外監査役を兼任していることから監査等委員
としての経験も十分であり、会計税務面における監査の観点から、適宜助言、
提言を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

應和監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
(単位：千円)

報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 27,500

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 −

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,500
(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条
第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について
同意いたしました。

３．当社の子会社であるCrossfor H.K. Ltd.、歌思福珠宝(深圳)有限公司、Crossfor(Thailand)
Co.,Ltd.及びCROSSFOR INDIA PRIVATE LIMITEDは、当社の会計監査人以外の監査法人（外国
におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員である取締役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員である取締役は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

（5）責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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６．会社の体制及び方針
（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
a) 取締役は、法令、定款及びその他の社内規程等の遵守体制を構築し、体制の維持向上

に努める。
b) 取締役及び使用人が、法令等を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を遂行するた

めに、コンプライアンスが企業活動の基本原則であることを認識し、取締役と全使用
人が一体となってその徹底を図る。

c) 当社は、内部通報の内容及び調査で得られた個人情報を正当な理由なく開示すること
を禁止し、内部通報をした者に対して、そのことを理由として不利益な取扱いを行わ
ない。

d) 内部監査担当は、法令等の遵守状況及び業務活動の効率性などについて監査等委員で
ある取締役とも連携しつつ内部監査を実施し、業務の改善に向け具体的に助言、勧告
を行う。

e) 財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に規定する内部統制報告書の有効かつ適切
な提出のため、代表取締役社長の指示の下、内部統制システムの整備・構築を行い、
その仕組みが有効かつ適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うとと
もに、金融商品取引法及び関係法令等との適合性を確保する。

f) グループにおける重要な法的な課題、会計的課題事項及びコンプライアンスに係る事項
については、専門家に相談し、必要な検討を行う。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」の他、法令・定款に従い、紙又は電磁

的媒体に記録し、保管する。また、取締役は必要に応じこれらの情報を閲覧できる。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
a) 重大な損失のリスクを認識し対応するための「リスク管理規程」を適切に運用すると

ともに、リスク管理体制の構築及び維持・整備に努める。
b) 経営に対する影響の大きい事業運営上のリスク管理については、代表取締役社長を委

員長とする「リスクコンプライアンス委員会」にて定期的な確認を行う。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
「取締役会規程」に従い、定時取締役会並びに臨時取締役会において、経営の基本方針、

その他経営に関する重要事項を決定し、取締役の業務執行状況を監督するものとする。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
a) 子会社における重要事項を当社の取締役会の付議事項とする旨を「関係会社管理規程」

に定め、子会社の取締役等の職務の執行に係る事項について承認を行う。
b) 子会社を当社の一部署と位置づけ、指揮命令系統及び権限並びに報告義務を設定し、

子会社管理については各関連部署と経営企画室が連携して行う。
c) 内部監査担当は、「内部監査規程」に基づき、子会社の内部監査を実施する。

⑥ 監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
a) 監査等委員である取締役の職務を補助する者を当社の使用人から任命し、当該使用人

が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員である取締役の補助業務を優先して
従事するものとする。

b) 監査等委員である取締役の職務を補助する者が置かれる場合、その指揮命令系統、地
位及び処遇等については、取締役からの独立性を担保するために監査等委員である取
締役と事前協議を行うこととする。

⑦ 取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制
a) 取締役及び使用人は、監査等委員である取締役に対し、取締役会等の会議を通じ、職

務の執行状況の報告を行うとともに、内部監査担当の監査結果を報告する。
b) 監査等委員である取締役は、稟議書等の業務執行上の重要な書類を閲覧することがで

きる。
c) 法令、定款等に違反する重大な事実、不正行為又は当社グループに著しい損失を及ぼ

すおそれのある事実について発見したときは、監査等委員である取締役に報告しなけ
ればならない。
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⑧ その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
a) 代表取締役社長は、監査等委員である取締役と定期的な会合を持ち、会社運営に関す

る意見交換のほか、意思疎通を図る。
b) 取締役は、監査等委員である取締役が会計監査人、内部監査部門と連携して、実効的

な監査が行えるよう協力する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 職務執行の適正性及び効率性の確保に対する取り組み

取締役会は監査等委員でない取締役４名（社外取締役１名を含む。）並びに監査等委員で
ある取締役３名（社外取締役２名を含む。）で構成され、定時取締役会及び臨時取締役会に
おいて取締役の職務の執行を監督しました。

② 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性の確保に対する取り組み
子会社については定期的にその業務運営状況の報告を求め、重要事項を取締役会におい

て審議し、子会社の適正な業務運営及び当社の実効性のある管理の実現に努めました。

③ コンプライアンスに対する取り組みの状況
リスクコンプライアンス委員会を四半期毎に開催し、コンプライアンス関連情報の報

告・分析、内部通報窓口の運用状況を検討し、必要に応じ研修等を実施しました。

④ 監査等委員会監査
監査等委員である取締役は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を行う

とともに、監査等委員である取締役間の情報共有などにより会社の状況を把握し、取締役
会等に出席して適宜意見を述べ、意思決定の適正性の確保に努めました。

⑤ 内部監査
内部監査担当は、内部監査計画に基づき法令・社内規程等の遵守状況について社内各部

門を対象とする社内監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役や監査等委員会等
に報告しました。
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７．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告中における金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年７月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】
流 動 資 産 4,502,562 流 動 負 債 1,932,235
現 金 及 び 預 金 1,139,841 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 163,699
受 取 手 形 123 電 子 記 録 債 務 6,341
電 子 記 録 債 権 92,400 短 期 借 入 金 984,472
売 掛 金 690,270 1年以内償還予定の社債 34,000
商 品 及 び 製 品 1,097,002 １年内返済予定の長期借入金 460,551
仕 掛 品 499,693 未 払 法 人 税 等 24,866
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 772,350 リ ー ス 債 務 9,047
未 収 還 付 法 人 税 等 1 そ の 他 249,257
そ の 他 211,592 固 定 負 債 2,086,110
貸 倒 引 当 金 △714 社 債 7,000

転換社債型新株予約権付社債 700,000
長 期 借 入 金 1,316,855

固 定 資 産 1,444,225 リ ー ス 債 務 60,934
有 形 固 定 資 産 1,234,521 そ の 他 1,320
建 物 及 び 構 築 物 773,820 負 債 合 計 4,018,345
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 44,419 【純 資 産 の 部】
リ ー ス 資 産 62,427 株 主 資 本

資 本 金
新 株 式 申 込 証 拠 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定

新 株 予 約 権
非 支 配 株 主 持 分

1,929,751
748,426
28,000

842,092
331,610
△20,378
△1,551

206
△1,758
1,100
58

土 地 331,094
そ の 他 22,760

無 形 固 定 資 産 130,812
投 資 そ の 他 の 資 産 78,890
投 資 有 価 証 券 538
長 期 貸 付 金 4,747
繰 延 税 金 資 産 1,808
そ の 他 72,443
貸 倒 引 当 金 △646

繰 延 資 産 918
社 債 発 行 費 918 純 資 産 合 計 1,929,359

資 産 合 計 5,947,705 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,947,705
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自2025年８月１日 至2026年７月31日）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 5,536,172
売 上 原 価 4,062,064

売 上 総 利 益 1,474,107
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,379,199

営 業 利 益 94,908
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,480
受 取 配 当 金 22
為 替 差 益 10,110
受 取 賃 貸 料 6,190
補 助 金 収 入 3,970
作 業 く ず 売 却 益 630
そ の 他 935 23,340

営 業 外 費 用
支 払 利 息 53,638
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 10
そ の 他 2,988 56,637
経 常 利 益 61,610

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 308 308

特 別 損 失
事 業 撤 退 損 19,386

固 定 資 産 除 売 却 損 830 20,217
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 41,702

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,212
法 人 税 等 調 整 額 △1,762 15,450
当 期 純 利 益 26,252
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 26,251

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（自2025年８月１日 至2026年７月31日）

(単位：千円)
株 主 資 本

資本金 新株式申込
証拠金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 713,258 − 806,925 311,326 △20,378 1,811,131
当期変動額
新株の発行 35,167 35,167 70,335
新株式申込証拠金の払込 28,000 28,000
剰余金の配当 △5,966 △5,966
親会社株主に帰属する
当期純利益 26,251 26,251

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 35,167 28,000 35,167 20,284 − 118,619
当期末残高 748,426 28,000 842,092 331,610 △20,378 1,929,751

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 204 △4,533 △4,329 − 58 1,806,861
当期変動額
新株の発行 70,335
新株式申込証拠金の払込 28,000
剰余金の配当 △5,966
親会社株主に帰属する
当期純利益 26,251

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2 2,775 2,777 1,100 △0 3,878

当期変動額合計 2 2,775 2,777 1,100 △0 122,498
当期末残高 206 △1,758 △1,551 1,100 58 1,929,359
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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【連結注記表】
Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数
５社

連結子会社の名称
Crossfor H.K.Ltd.
歌思福珠宝(深圳)有限公司
株式会社D.Tech
Crossfor(Thailand)Co.,Ltd.
CROSSFOR INDIA PRIVATE LIMITED

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、歌思福珠宝(深圳)有限公司の決算日は12月31日であります。また、

CROSSFOR INDIA PRIVATE LIMITEDは３月31日決算であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を

使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致して
おります。

３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
ａ) 商品及び製品、原材料、仕掛品

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定)によっております。

ｂ) 貯蔵品
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主として個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定)によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法を、また在外子会社は定額法を採用しております(ただし、当社は1998
年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。)。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２〜50年
機械装置及び運搬具 ２〜15年
工具、器具及び備品 ２〜18年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(３〜５年)に

基づく定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リ−ス取引に係るリ−ス資産については、リ−ス期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース期間は7年であります。

(3) 重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上して
おります。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの事業でありますジュエリー事業は、主に国内向けジュエリー・アクセサ

リー製品の製品販売、海外向けパーツの製造販売を行っております。国内販売に係る収益
は、製品を引き渡した時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、当
該製品を引き渡した時点で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が
顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識してお
ります。海外販売に係る収益は、インコタームズで定められた貿易条件に基づき危険負担
が顧客に移転した時に履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識して
おります。
また、当社が付与したポイントのうち、顧客が使用していないポイントを履行義務が充

足されていない収益として契約負債を計上し、顧客が使用した時点において履行義務が充
足されたと判断し、収益を認識しております。
なお、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等の金額を控除した金額

で算出しております。

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純
資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

４．会計方針の変更に関する事項
該当事項はありません。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」（前連

結会計年度57,036千円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することと
しております。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 1,234,521千円
無形固定資産 130,812 〃

投資その他の資産 665 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
固定資産は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業用資産については管

理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休資産及び処分予定資産等については個別資
産ごとにグルーピングしております。減損の兆候が識別された資産又は資産グループにつ
いては、割引前将来キャッシュ・フローを見積り、その総額が帳簿価額を下回った場合に
は、減損の認識をしております。減損の測定にあたっては、使用価値又は不動産鑑定士に
よる鑑定評価額等を用いて見積った正味売却価額のうち、どちらか高い金額を回収可能価
額として使用し、これが帳簿価額を下回った部分について帳簿価額を減額し、減損損失を
計上しております。割引前将来キャッシュ・フローや使用価値の見積りで使用する将来キ
ャッシュ・フローは主に取締役会で承認された事業計画を基礎として見積っております
が、当事業計画においては、宝飾品市場の需要動向、既存市場の深耕や新規市場の開拓等
について一定の仮定に基づき収益及び費用を予測しており、不確実性を伴っております。
そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際の経済環境や
損益の状況が一定の仮定と大きく乖離した場合には、翌連結会計年度に減損損失が発生す
る可能性があります。
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２．棚卸資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,097,002千円
仕掛品 499,693 〃

原材料及び貯蔵品 772,350 〃

合 計 2,369,046千円

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産は、宝石、貴金属及びこれらを使用したジュエリー・アクセサリー製品で構成

されており、長期間保有することができますが、これらに対する収益性は、国内及び海外
の個人消費動向や貴金属相場の変動など外部環境の影響を受けるため、一定の回転率を下
回る棚卸資産については、収益性が低下している滞留在庫として、帳簿価額を処分見込価
額まで切り下げております。
この評価にあたっては、保有する棚卸資産の品目が多岐にわたることから、複雑性を伴

っております。また、滞留在庫と判断する回転率の仮定や、貴金属相場等に基づく処分見
込価額の算定には、評価時点における国内及び海外の個人消費動向や貴金属相場に基づき
見積っているため、不確実性を伴っております。そのため、実際の消費動向や貴金属相場
が大きく乖離した場合には、翌連結会計年度の棚卸資産の評価に重要な影響を及ぼす可能
性があります。

３．繰延税金資産の評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 1,808千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を

有すると認められる範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将
来の一時差異解消スケジュール、タックス・プランニング及び収益力に基づく課税所得の
見積り等に基づいて判断しております。これらは主に取締役会で承認された事業計画を基
礎として見積っておりますが、当事業計画においては、宝飾品市場の需要動向、既存市場
の深耕や新規市場の開拓等について一定の仮定に基づき収益及び費用を予測しており、不
確実性を伴っております。そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響
を受け、実際の解消時期や課税所得が見積りと異なった場合には、翌連結会計年度の繰延
税金資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ 追加情報
該当事項はありません。

Ⅴ 連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 873,970千円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 773,772千円
土地 331,094 〃

合 計 1,104,867千円

(2) 担保に係る債務
短期借入金 984,472千円
１年内返済予定の長期借入金 354,119 〃
長期借入金 1,104,603 〃

合 計 2,443,194千円
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３．当座貸越契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締

結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は以下のとおりであり

ます。

当座貸越極度額の総額 850,000千円
借入実行残高 750,000 〃

差引額 100,000千円

４．財務制限条項
該当事項はありません。

Ⅵ 連結損益計算書に関する注記
事業撤退損
当連結会計年度において、タイにおけるハンガーパーツ製造からの撤退に伴い、保証金の没

収及びプレス関連機器等の保管費用の清算に係る費用19,386千円を事業撤退損として特別損
失に計上しております。

Ⅶ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

(単位：株)
株式の種類 当連結会計年度

期首株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式 17,845,000 500,000 − 18,345,000
(注) 発行済株式の総数の増加は、新株予約権の行使によるものであります。

2．当連結会計年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
普通株式 6,642,800株
（注）上記は、第6回新株予約権の目的となる普通株式1,642,800株及び第1回無担保転

換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的となる普通株式5,000,000株の合計
であります。
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３．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金の支払いに関する事項

2025年10月24日開催の第38期定時株主総会決議による配当に関する事項
配当金の総額 5,966千円
１株当たりの配当金額 0円35銭
配当の原資 利益剰余金
基準日 2025年７月31日
効力発生日 2025年10月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2026年10月23日開催の第39期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。
配当金の総額 11,054千円
１株当たりの配当金額 0円63銭
配当の原資 利益剰余金
基準日 2026年７月31日
効力発生日 2026年10月26日

Ⅷ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金を基本とし、資金調達については金
融機関からの借入、私募債及び転換社債型新株予約権付社債の発行によっております。
また、設備投資の一部についてファイナンス・リース取引を利用しております。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが３カ月以内の支

払期日であります。
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としており、償還日は最長で決算日後

10年であります。
社債及び転換社債型新株予約権付社債は、資金調達を目的として発行したものであり、

償還期日における支払に係る流動性リスクに晒されております。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目

的としたものであり、支払期日における支払に係る流動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は与信管理規程に従い、営業債権について、管理部において主要な取引先につい
て定期的にモニタリング等を行い、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社につい
ても、当社の与信管理規程に準じて同様の管理を行っております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を

継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(5) 信用リスクの集中
当連結会計年度の連結決算日における営業債権のうち、45.4％は大口顧客10社に対す

るものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 538 538 −

(2) 長期貸付金(※２) 7,317 7,317 −
資産計 7,855 7,855 −

(1) 社債(※３) 41,000 40,483 △516
(2) 転換社債型新株

予約権付社債 700,000 697,512 △2,487
(3) 長期借入金(※４) 1,777,406 1,732,733 △44,672
(4) リース債務(※５) 69,982 68,650 △1,331

負債計 2,588,388 2,539,379 △49,009
(※１) 「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「未収還付法人税等」、

「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、「短期借入金」、及び「未払法人税等」に
ついては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が簿価価額に近似す
るものであることから、記載を省略しております。

(※２) 長期貸付金には、一年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。
(※３) 社債には、一年内償還予定の社債を含んでおります。
(※４) 長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(※５) リース債務は、流動負債及び固定負債に計上されているリース債務の合計でありま

す。
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び、重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格
により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

2026年09月18日 13時18分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 43 ―

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位：千円)

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
投資有価証券
その他有価証券
株式 538 − − 538
資産計 538 − − 538

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
(単位：千円)

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
長期貸付金 − 7,317 − 7,317

資産計 − 7,317 − 7,317
社債 − 40,483 − 40,483
転換社債型新株
予約権付社債 − 697,512 − 697,512

長期借入金 − 1,732,733 − 1,732,733
リース債務 − 68,650 − 68,650

負債計 − 2,539,379 − 2,539,379
(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプット説明

投資有価証券
上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
長期貸付金
これらの時価については、元利の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利
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率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
社債及び長期借入金
これらの時価については、元利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。
転換社債型新株予約権付社債
当社の発行する転換社債型新株予約権付社債の時価は、元利金の合計額と、当該債務の
残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。
リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル2の時価に分類してお
ります。
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Ⅸ 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益の分解情報

当社グループは、ジュエリーを主な事業とする単一セグメントであるため、売上高を製
品の地域別に記載しております。

(単位：千円)
国内向け製品販売 海外向けパーツ、

製品販売 合 計

一時点で移転される財及
びサービス 4,273,381 1,262,791 5,536,172

一定の期間にわたり移転
される財及びサービス − − −

合 計 4,273,381 1,262,791 5,536,172

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ３.会計方針に関す

る事項(5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
なお、製品における対価は履行義務を充足した時点から主として３ヶ月以内に回収して

おり、重大な金融要素は含んでおりません。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高等

(単位：千円)
当連結会計年度(期首) 当連結会計年度(期末)

契約負債(流動負債その他) 379 382

前 受 金(流動負債その他) 4,001 138,077

合 計 4,380 138,460
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契約負債は、当社が顧客に付与したポイントのうち、期末時点において履行義務を充
足していない残高であります。契約負債は、ポイントの付与に伴い増加し、収益の認識
に伴い取り崩されます。当期に認識した収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれて
いたものは15千円です。
前受金は、商品の引き渡し前に顧客から受け取った前受金に関連するものでありま

す。前受金は、入金に伴い増加し、収益の認識に伴い取り崩されます。当期に認識した
収益のうち期首現在の前受金残高に含まれていたものは3,882千円です。

② 残存履行義務に配分した取引価格
契約負債は、ポイントが使用されるにつれて収益を認識することを見込んでおります

が、当社が付与したポイントは有効期限を定めていないため、特定の時期や期間に収益
を認識すると見込むことができないことから、残存履行義務に関する情報の記載を省略
しております。
前受金は、当初に予想される契約期間が１年間を超える重要な取引がないため、実務

上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額は

ありません。

Ⅹ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 108円29銭
１株当たり当期純利益 1円53銭

Ⅺ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2026年７月31日現在）

(単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額

【資 産 の 部】 【負 債 の 部】
流 動 資 産 4,418,085 流 動 負 債 1,936,437
現 金 及 び 預 金 867,356 電 子 記 録 債 務 6,341
受 取 手 形 123 買 掛 金 166,054
電 子 記 録 債 権 92,400 短 期 借 入 金 984,472
売 掛 金 692,723 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 34,000
商 品 及 び 製 品 1,070,867 １年内返済予定の長期借入金 460,551
仕 掛 品 499,693 未 払 金 59,177
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 737,554 未 払 費 用 48,824
前 渡 金 10,902 未 払 法 人 税 等 24,801
前 払 費 用 34,960 リ ー ス 債 務 9,047
預 け 金 126,345 前 受 金 137,602
そ の 他 364,109 預 り 金 4,567
貸 倒 引 当 金 △78,951 そ の 他 997

固 定 負 債 2,085,884
社 債 7,000

固 定 資 産 1,496,380 転換社債型新株予約権付社債 700,000
有 形 固 定 資 産 1,225,423 長 期 借 入 金 1,316,855
建 物 763,971 リ ー ス 債 務 60,934
構 築 物 9,801 繰 延 税 金 負 債 94
機 械 及 び 装 置 32,723 そ の 他 1,000
車 両 運 搬 具 3,255 負 債 合 計 4,022,321
工 具、 器 具 及 び 備 品 22,149
リ ー ス 資 産 62,427 【純 資 産 の 部】
土 地 331,094 株 主 資 本

資 本 金
新 株 式 申 込 証 拠 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

新 株 予 約 権

1,891,754
748,426
28,000
842,092
748,426
93,666
293,613
293,613
293,613
△20,378

206
206

1,100

無 形 固 定 資 産 130,796
ソ フ ト ウ エ ア 130,141
そ の 他 655
投 資 そ の 他 の 資 産 140,160
投 資 有 価 証 券 538
関 係 会 社 株 式 66,756
出 資 金 6,520
長 期 貸 付 金 24,747
破 産 更 生 債 権 等 15,055
長 期 前 払 費 用 665
そ の 他 60,897
貸 倒 引 当 金 △35,018

繰 延 資 産 918
社 債 発 行 費 918 純 資 産 合 計 1,893,061
資 産 合 計 5,915,383 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,915,383

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自2025年８月１日 至2026年７月31日）

(単位：千円)
科 目 金 額

売 上 高 5,481,619
売 上 原 価 4,047,808

売 上 総 利 益 1,433,810
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,344,936

営 業 利 益 88,874
営 業 外 収 益
受 取 利 息 5,051
受 取 配 当 金 22
為 替 差 益 16,567
受 取 賃 貸 料 6,190
補 助 金 収 入 3,970
業 務 受 託 料 390
作 業 く ず 売 却 益 630
そ の 他 790 33,614

営 業 外 費 用
支 払 利 息 53,622
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 24,469
そ の 他 2,988 81,081
経 常 利 益 41,407

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,524 6,524

特 別 損 失
事 業 撤 退 損 19,386
固 定 資 産 除 売 却 損 830 20,217
税 引 前 当 期 純 利 益 27,715

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,147
法 人 税 等 調 整 額 − 17,147
当 期 純 利 益 10,567

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（自2025年８月１日 至2026年７月31日）

(単位：千円)
株主資本

資本金 新株式
申込証拠金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余

金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 713,258 − 713,258 93,666 806,925 289,012 289,012
当期変動額
新株の発行 35,167 35,167 35,167
新株式申込証拠金の払込 28,000
剰余金の配当 △5,966 △5,966
当期純利益 10,567 10,567
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 35,167 28,000 35,167 − 35,167 4,600 4,600
当期末残高 748,426 28,000 748,426 93,666 842,092 293,613 293,613

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △20,378 1,788,818 204 204 − 1,789,022
当期変動額
新株の発行 70,335 70,335
新株式申込証拠金の払込 28,000 28,000
剰余金の配当 △5,966 △5,966
当期純利益 10,567 10,567
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 2 2 1,100 1,103

当期変動額合計 − 102,935 2 2 1,100 104,039
当期末残高 △20,378 1,891,754 206 206 1,100 1,893,061
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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【個別注記表】
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式
移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定)によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品、仕掛品、原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）によっております。

② 貯蔵品
主として個別法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８〜50年
構築物 10〜20年
機械及び装置 ２〜10年
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車両運搬具 ２〜３年
工具、器具及び備品 ２〜18年

(2) 無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３〜５年）に

基づく定額法によっております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リ−ス取引に係るリ−ス資産については、リ−ス期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース期間は7年であります。

３．重要な繰延資産の処理方法
社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

５．重要な収益及び費用の計上基準
当社の事業でありますジュエリー事業は、主に国内向けジュエリー・アクセサリー製品の

製造販売、海外向けパーツの製造販売を行っております。国内販売に係る収益は、製品を引
き渡した時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得することから、当該製品を引き渡
した時点で収益を認識しております。なお、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される
時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。海外販売に
係る収益は、インコタームズで定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時に
履行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。
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また、当社が付与したポイントのうち、顧客が使用していないポイントを履行義務が充足
されていない収益として契約負債を計上し、顧客が使用した時点において履行義務が充足さ
れたと判断し、収益を認識しております。
なお、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等の金額を控除した金額で

算出しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

７．会計方針の変更に関する事項
該当事項はありません。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」（前事業年

度57,036千円）は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 1,225,423千円
無形固定資産 130,796 〃

投資その他の資産 665 〃

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
固定資産は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業用資産については管

理会計上の区分を基準にグルーピングし、遊休資産及び処分予定資産等については個別資
産ごとにグルーピングしております。減損の兆候が識別された資産又は資産グループにつ
いては、割引前将来キャッシュ・フローを見積り、その総額が帳簿価額を下回った場合に
は、減損の認識をしております。減損の測定にあたっては、使用価値又は不動産鑑定士に
よる鑑定評価額等を用いて見積った正味売却価額のうち、どちらか高い金額を回収可能価
額として使用し、これが帳簿価額を下回った部分について帳簿価額を減額し、減損損失を
計上しております。割引前将来キャッシュ・フローや使用価値の見積りで使用する将来キ
ャッシュ・フローは主に取締役会で承認された事業計画を基礎として見積っております
が、当事業計画においては、宝飾品市場の需要動向、既存市場の深耕や新規市場の開拓等
について一定の仮定に基づき収益及び費用を予測しており、不確実性を伴っております。
そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際の経済環境や
損益の状況が一定の仮定と大きく乖離した場合には、翌事業年度に減損損失が発生する可
能性があります。
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２．棚卸資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,070,867千円
仕掛品 499,693 〃

原材料及び貯蔵品 737,554 〃

合 計 2,308,115千円

(2) 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産は、宝石、貴金属及びこれらを使用したジュエリー・アクセサリー製品で構成

されており、長期間保有することができますが、これらに対する収益性は、国内及び海外
の個人消費動向や貴金属相場の変動など外部環境の影響を受けるため、一定の回転率を下
回る棚卸資産については、収益性が低下している滞留在庫として、帳簿価額を処分見込価
額まで切り下げております。
この評価にあたっては、保有する棚卸資産の品目が多岐にわたることから、複雑性を伴

っております。また、滞留在庫と判断する回転率の仮定や、貴金属相場等に基づく処分見
込価額の算定には、評価時点における国内及び海外の個人消費動向や貴金属相場に基づき
見積っているため、不確実性を伴っております。そのため、実際の消費動向や貴金属相場
が大きく乖離した場合には、翌事業年度の棚卸資産の評価に重要な影響を及ぼす可能性が
あります。

３．繰延税金資産の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債 94千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を

有すると認められる範囲を回収可能性があると判断し計上しております。具体的には、将
来の一時差異解消スケジュール、タックス・プランニング及び収益力に基づく課税所得の
見積り等に基づいて判断しております。これらは主に取締役会で承認された事業計画を基
礎として見積っておりますが、当事業計画においては、宝飾品市場の需要動向、既存市場
の深耕や新規市場の開拓等について一定の仮定に基づき収益及び費用を予測しており、不
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確実性を伴っております。そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響
を受け、実際の解消時期や課税所得が見積りと異なった場合には、翌事業年度の繰延税金
資産の回収可能性に重要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ 追加情報
該当事項はありません。

Ⅴ 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 865,747千円

２．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 773,772千円
土地 331,094 〃

合 計 1,104,867千円

（2）担保に係る債務
短期借入金 984,472千円
１年内返済予定の長期借入金 354,119 〃
長期借入金 1,104,603 〃

合 計 2,443,194千円

３．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 356,599千円
短期金銭債務 17,136 〃
長期金銭債権 20,000 〃

2026年09月18日 13時18分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 56 ―

４．当座貸越契約
当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締

結しております。
当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は以下のとおりでありま

す。

当座貸越極度額の総額 850,000千円
借入実行残高 750,000 〃

差引額 100,000千円

５．財務制限条項
該当事項はありません。

Ⅵ 損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 14,147千円
仕入高 707 〃
その他の営業取引高 127,744 〃

営業取引以外の取引による取引高 4,135 〃

２．事業撤退損
当事業年度において、タイにおけるハンガーパーツ製造からの撤退に伴い、保証金の没収

及びプレス関連機器等の保管費用の清算に係る費用19,386千円を事業撤退損として特別損
失に計上しております。
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Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

(単位：株)
株式の種類 当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 798,081 − − 798,081

Ⅷ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 264,613千円
減損損失 88,353 〃
棚卸評価損 50,951 〃
その他 73,161 〃

繰延税金資産小計 477,079千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △264,613千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △212,466 〃

評価性引当額小計 △477,079千円
繰延税金資産合計 −千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △94千円

繰延税金負債合計 △94 〃
繰延税金資産(負債)の純額 △94千円
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Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記
取引の内容
子会社

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
(被所有)割合(％) 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社 Crossfor H.K.Ltd. （所有）
直接 100.0

役員の兼任
当社製品の販売、仕入
先

売上債権の回収代行
（注）（１） 749,183 預け金 107,129

資 金 の 貸 付
（注）（２） ー 流動資産

その他 175,450
資 金 の 回 収 ー

子会社 株式会社D.Tech （所有）
直接 100.0 当社販売業務受託先 資 金 の 貸 付

（注）（２） ー
流動資産
その他 15,000

長期貸付金 20,000

子会社 Crossfor(Thailand)
Co.,Ltd.

（所有）
直接 49.0

役員の兼任
当社製品の販売、顧客
サポート

売上債権の回収代行
（注）（１） 29,898 預け金 18,970
資 金 の 貸 付
（注）（２） ー 流動資産

その他 21,478

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 当社製品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交

渉のうえで決定しております。なお、取引金額は、年間回収代行額を記載してお
り、為替変動による影響額は含んでおりません。

(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

Ⅹ 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表に同一の内容

を記載しているため注記を省略しております。

Ⅺ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 106円23銭
１株当たり当期純利益 0円62銭

Ⅻ 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書

2026年９月17日
株式会社クロスフォー
取締役会 御中

應和監査法人
東京都千代田区
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 居 靖 明
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 澤 田 昌 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社クロスフォーの2025年8月1日から2026

年7月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社クロスフォー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を
含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書におい
て連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算
書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書
2026年９月17日

株式会社クロスフォー
取締役会 御中

應和監査法人
東京都千代田区
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 土 居 靖 明
指定社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 澤 田 昌 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社クロスフォーの2025年8月1日から

2026年7月31日までの第39期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開

示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ

の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他

の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事

実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討
する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら
れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において
計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな
くなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統

制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年８月１日から2026年７月３１日までの第39期事業年度における取締役の職務

の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第３９９条の１３第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（会社の内部統制に係る体制全般）について取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明する
とともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門等と連携の上、重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第１３１条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年９月17日 株式会社クロスフォー 監査等委員会
常 勤 監 査 等 委 員 米 光 信 彦 ㊞
社 外 監 査 等 委 員 村 田 真 一 ㊞
社 外 監 査 等 委 員 大 野 崇 ㊞

以 上
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